
『販売大臣』で納得のいく粗利管理を実現できました

大臣シリーズ導入事例 株式会社ブルシー

一連の工程を自社で手掛け、品質の高い製品を低予算で提供

導入前の問題点 導入後の改善点

請求漏れの確認に時間がかかった

請求書のフォームが統一されていなかった

商品ごとの粗利額の把握が大変だった

システム化で業務が効率化された

統一フォームでスムーズに発行

計算式設定により集計が可能に

中国の自社生産工場

アパレル製品や雑貨製品を企画・デザインから生産、貿易まで自社ラインで対応する株式会社ブルシー。

2001年（平成13年）の創立以来、このアドバンテージを活かし成長を続けています。

拡大する業績を支える管理部門と営業部門で『販売大臣』を導入。更なる業務効率化を目指します。

販売大臣

2011年4月に創立10周年を迎えた株式会社ブルシーは、イン
ナー製品やカットソー製品を中心とした「アパレル関連」の生産事
業と、芳香剤やペットグッズ、ファッションバッグなどの「雑貨関連」の
生産事業を2つの柱としてビジネスを展開しています。
同社の事業の強みをお聞きすると「企画段階から、製造・品質

チェック、輸入までのすべてのラインを自社で対応して、品質を最
重要視しながら、より早く、より安く製品をご提供することです。中
国にある自社の生産工場と密に連絡が取ることができるため、き
め細やかな対応を実現できます」と同社の土屋誠氏は話します。
お客様のご要望を入念にお聞きするヒアリングから始まり、専属
のデザイナーによる企画デザイン案の作成。そしてサンプルを製
作してお客様にご確認いただいてから、中国での生産工程に入り
ます。
2001年9月に設立した中国での自社工場の稼働がコスト削減と

スピード化に繋がり、OEM提供をするメーカーや量販店、通信販
売会社などの得意先からの信頼を得て、業績を拡大してきました。
それに伴い「仕入から販売までの業務フローのシステム化を全社
的に確立することが急務でした」（土屋氏）と新たな課題が浮上し
ました。

※この導入事例の記載内容は取材時（2011年7月）のものです。 1

株式会社ブルシー
所在地
代表者
設立
従業員数
事業内容
売上高
URL

東京都目黒区上目黒1-3-7 昭和地所中目黒ビル
沈 海波、沈 海濤
2001年
22名（東京本社）
アパレル／生活雑貨／ペット用品の調達、加工、生産、輸入貿易
22億円
http://www.burushi.co.jp/



システム構成
販売大臣NX Super
LANPACK 10クライアント

大臣シリーズ導入事例 株式会社ブルシー

緻密な粗利計算の実現へ
同社の事業の特徴である海外からの仕入業務がシステム選定

に大きくかかわってきます。
「ドルで仕入れて円に換算して原価を決定する。その際に『販
売大臣』ではレートと計算式を設定しておけば円に換算する手間
を省くことができます。そこはすごく助かっていますね」（土屋氏）
仕入伝票で原価を確定して売上伝票に転送する。そこでいわ

ば「一次的な粗利」が確定します。同社ではさらに、より緻密な粗
利計算を実現するために、関税や手数料などの入力項目を追加
して「一次的な粗利」から差し引く計算式を設定しました。
「選定段階で他に3社のパッケージシステムも見ました。私たち
が求めている粗利管理を実現するには『販売大臣』以外では難し
かったと思います。転送機能の充実度や項目追加機能が良かっ
たですね。そして何よりも計算式機能が決め手でした。本格的に
システム運用を開始してからも計算式機能があって本当に良かっ
たと思っています」（土屋氏）

商品名に関しても「色」、「サイズ」などの項目を追加して、納品
書や請求書に印字するように設定してお客様の要望に応えること
ができているそうです。

『販売大臣』で更なる業務効率を
「当面の課題であった粗利計算はクリアできたので、まだ使用し
ていない機能をこれから使用していきたいですね。今は予算管理
機能を使用するかどうか検討しています」と土屋氏は話します。
「細かい設定はできるけど、まだ難しいと感じたり、覚えきれない
部分もあったりします。試しに電話してみたサポートセンターで想

像していた以上に分かり易い説明をしていただきました。以前の
問い合わせ内容も把握していただいていますよね。これからも活
用していきますね」

個々の業務を俯瞰するシステム導入を検討
同社はこれまで、特定の販売・仕入管理システムを使用してお

らず、担当者が表計算ソフト等を利用して個々に納品書や請求書
の発行業務をおこなってきました。
「数量や単価のチェックや請求漏れがないかのチェック。会社と
して統一したフォームでの納品書や請求書の発行。これらのフ
ローの適正化がシステム導入を検討するきっかけのひとつでした」
（土屋氏）

さらにシステム導入の最大の目的として「商品ごとの売上額と粗
利額を迅速かつ正確に把握すること」（土屋氏）に繋がります。
個々で作成した請求書を集めて、売上額を集計することは時
間をかければ可能でしたが、粗利額の管理となると手作業では限
界があり、安価にシステム化が可能なパッケージシステムを選定す
ることになりました。

※この導入事例の記載内容は取材時（2011年7月）のものです。 2


